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（注）職員数は、教育長、地方公務員の身分を有する休職者・派遣職員を含み、市長・副市長、臨時・非常勤　
　   職員、他の地方公共団体への派遣職員を除きます。

職　員　数（人）

合　計

議　　会
総　　務
税　　務
民　　生
衛　　生
労　　働
農林水産
商　　工
土　　木
小　　計
教　　育
小　　計
水　　道
下 水  道
そ  の  他
小　　計

一
般
行
政
部
門

公
営
企
業
等

会 
計 

部 

門

特
別
行
政

部    

門

7
126
37
109
38
3
33
13
73
439
119
119
10
15
38
 63
621

7
130
38
106
37
 5
34
13
73
443
129
129
10
15
37
 62
634

       
▲  4    
▲  1
3
1

▲  2
▲  1
　
　

▲    4
▲  10
▲  10
　
　
1
 1

　▲13

主な増減理由

事務の統廃合縮小に伴う人員減
事務の統廃合縮小に伴う人員減
事務量の増大に伴う人員増
事務量の増大に伴う人員増
事務の統廃合縮小に伴う人員減
事務の統廃合縮小に伴う人員減

学校給食調理業務（３校）を民間委託

事務量の増大に伴う人員増

部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

定員適正化計画の概要および進捗状況

・定年退職　27人　　・勧奨退職　９人
・普通退職　 １人　　 ・死亡退職　１人
　　　　　　　　　　　　　　計　38人

・競争試験による採用者数　24人

●計画期間　平成23年度から平成27年度までの５年間です。
●基本方針の概要 　
・基準年度の平成22年４月１日現在の職員数670人を、平成27年４月１日現在で
603人とし、67人（10.0％）の純減とします。
・職員定数の削減は、退職者の不補充および配置替えにより行うとともに、新し
い行政需要に応じた職種の職員採用を計画的に行います。
・職員定数削減と市民サービス向上の両立を図るため、民間委託の推進、臨時職
員の任用を積極的に行います。

職員の任用状況
（平成25年４月１日採用者数）

職員の退職状況（平成24年度中）

　市職員の任免や給与など、本市における人事
行政の運営状況についてお知らせします。市民
の皆さまに本市職員の職員数や給与など人事行
政全般の実態を知っていただくことで、一層の
ご理解をいただくために公表するものです。

大田原市における

人事行政の運営状況

平成25年平成24年
対前年

増減数（人）
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（注）一般行政部門と教育部門の一般職の給与費の決算額です。職員手当には退職手当を含みません。

（注）・「給与」は「給料」に「諸手当」を加えたものです。
　　・国家公務員欄における「平均給料月額」の（　）は給与改定特例法による措置がないとした場合の値
　　　（減額前）です。

（注）国家公務員欄における（　）は
給与改定特例法による措置が
ないとした場合の値（減額前）
です。

区　分

平成23年度

区　分

平成23年度

区　分

大田原市

国

歳出額

千円
32,357,923

給　　料

千円
2,176,006

平均給料月額
円

322,200

304,944
（329,917）

平均年齢
歳

41.8

42.8

平均給与月額
円

377,195

平均給料月額
円

297,500

270,465
（285,030）

平均年齢
歳

51.0

49.7

平均給与月額
円

313,503

職員手当

千円
　285,909

期末・勤勉手当

千円
　769,180

計　Ｂ

千円
3,231,095

１人当たり給与費
Ｂ／Ａ

千円
5,514

職員数　Ａ

人
586

人件費

千円
　5,137,512

人件費率

％
15.9

大田原市

172,200円

140,100円

大学卒

高校卒

国

163,987円（172,200円）

133,418円（140,100円）

住民基本台帳人口
（平成24年３月31日）

人 
73,332

平成22年度の
人 件 費 率

%
16.5

給　　与　　費

技能労務職一般行政職

一般行政職

区　　　分

大学卒

高校卒
一般行政職

区　　　分 経験年数15年

300,500円

264,433円

経験年数10年

257,420円

経験年数20年

355,244円

307,600円

（注）職員数は、教育
長、地方公務員
の身分を有する
休職者・派遣職
員を含み、市長・
副市長、臨時・非
常勤職員、他の
地方公共団体へ
の派遣職員を除
きます。

平成24年
４月１日

　639人

　634人

　▲ 5　

平成23年
４月１日

　 654人

　 647人

　 ▲ 7

平成25年
４月１日

630人

621人

▲９

平成26年
４月１日

625人

　 

平成27年
４月１日

603人

期　日

計画と実績の差（Ｂ）－（Ａ）

各年度の
職 員 数

計画（Ａ）

実績（Ｂ）

（注）経験年数とは、卒業後直ちに
採用され引き続き勤務してい
る場合は、採用後の年数をい
います。

ー

人件費の状況（普通会計決算）

職員の給与費の状況（普通会計決算）

職員の平均給料月額・平均給与月額・平均年齢の状況（平成24年４月１日現在）

職員の初任給の状況（平成24年４月１日現在）

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年４月１日現在）

●定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
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給料・報酬月額
（平成24年４月１日現在）

　　    1円
706,000円

460,000円
375,000円
342,000円

区　分

市　長
副市長

議　長
副議長
議　員

期末手当
（平成24年度支給割合）

６月期　1.40月分
12月期　1.55月分
　計　　2.95月分

６月期　1.40月分
12月期　1.55月分
　計　　2.95月分

区　分

標準的な職務内容

職員数　（人）

構成比　（％）

７級

課長等

29

7.0

６級

課  長  等
総括主幹等

39

9.4

５級

主　幹
副主幹

45

10.9

４級

係　長
主　査

54

13.0

３級

主　査

149

35.9

２級

主任主事等

34

8.2

１級

主事等

52

12.5

区　分

扶養手当

住居手当

内　　　　容

（１）配偶者
（２）配偶者以外の扶養親族　１人につき
　　①配偶者がいない場合は、そのうち１人について
　　②満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子についての加算

（１）賃貸住宅
　　①家賃が23,000円以下の場合　　家賃の月額から12,000円を控除した額
　　②家賃が23,000円を超える場合　（家賃月額     －23,000円）×１/２+11,000円
                                                                                    （支給限度額　27,000円）
（２）持家住宅
　　　2,500円

13,000円
6,500円
11,000円
5,000円

区　分

期末手当
勤勉手当

退職手当

内　　　　容

（平成24年度支給割合）
　　　　　期末手当　　  勤勉手当
６月期　　1.225月分　　 0.675月分
12月期　　1.375月分    　  0.675月分
　計　　　2.60月分　　   1.35月分（職務上の段階、職務の級等による加算措置　有）

（平成24年度）
（支給率）　　自己都合　　 勧奨・定年
勤続20年　　　23.50月分　　30.55月分
勤続25年　　　33.50月分　　41.34月分
勤続35年　　　47.50月分　　59.28月分
最高限度額　　59.28月分　　59.28月分
その他の加算措置　勧奨退職　２～ 20％加算
１人当たりの平均支給額　自己都合　　  9,595千円
　　　　　　　　　　　　勧奨・定年　25,399千円

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額です。

８級

部長等

13

3.1

（注）市長の給料月額については、平成24年４月
１日から４月30日まで１円、平成24年５月
１日から873,000円としています。

一般行政職の級別職員数の状況（平成25年４月１日現在）

主な職員手当の状況（１）（平成24年４月１日現在）

主な職員手当の状況（２）

特別職の報酬等の状況
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処分者数

　０人

０

０

０

０

区　分

戒　告

減　給

停　職

免　職

合　計

処分者数

　０人

０

８

０

８

区　分

降　任

免　職

休　職

降　給

合　計

年
次
有
給
休
暇
取
得
の
状
況

（
平
成
24
年
度
）

・
承
認
件
数　

47
件

・
従
事
内
容　

農
林
業　

32
件

　
　
　
　
　
　

そ
の
他　

15
件

●
定
期
健
康
診
断
な
ど

・
実
施
回
数　
　
　

６
回

・
受
診
者
数　

３
７
９
人

●
人
間
ド
ッ
ク
な
ど

・
受
診
者
数　

３
３
０
人

●
そ
の
他
の
検
診
な
ど

・
実
施
回
数　
　
　

４
回

・
受
診
者
数　
　
　

70
人（
Ｂ
型
肝
炎
）

　
　
　
　
　
　

１
７
１
人（
歯
科
検
診
）

・
認
定
件
数　

２
件

　

係
属
事
案
は
な
く
、
平
成
24
年
度
に
新

　

た
な
措
置
要
求
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

係
属
事
案
は
な
く
、
平
成
24
年
度
に
新
た

な
不
服
申
し
立
て
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

係
属
事
案
は
な
く
、
平
成
24
年
度
に
新
た 

な
苦
情
申
し
出
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

●
概
要　

大
田
原
市
職
員
互
助
会
は
、
地

方
公
務
員
法
第
42
条
の
規
定
に
基
づ
き

職
員
の
福
利
厚
生
事
業
を
実
施
す
る
た

め
組
織
さ
れ
た
も
の
で
、
職
員
の
掛
金

と
大
田
原
市
な
ど
の
交
付
金
を
も
と
に

次
の
よ
う
な
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

●
会
員
数　

６
２
９
人

（
注
）平
成
25
年
４
月
１
日
現
在
。
会
員
数

に
は
公
益
的
法
人
の
職
員
を
含
み
ま
す
。

●
会
員
の
掛
金
の
み
で
実
施
し
て
い
る
事
業

・
給
付
事
業（
慶
弔
金
や
見
舞
金
の
給
付
）

・
駐
車
場
事
業（
職
員
の
駐
車
場
使
用
料
の

　

一
部
助
成
）

・
地
域
奉
仕
活
動

●
会
員
の
掛
金
と
交
付
金
で
実
施
し
て
い

　

る
事
業

・
厚
生
事
業（
家
族
旅
行
の
実
施
、
芸
術
鑑

　

賞
の
一
部
助
成
）

・
与
一
ま
つ
り
参
加
事
業

・
サ
ッ
カ
ー
観
戦
事
業（
栃
木
Ｓ
Ｃ
の
ホ
ー

　

ム
ゲ
ー
ム
観
戦
）

・
職
員
研
修
費
助
成

●
交
付
金
の
み
で
実
施
し
て
い
る
事
業

・
人
間
ド
ッ
ク
利
用
等
助
成

●
平
成
24
年
度
決
算
額

　
　

総
務
課　
　

２
階

　
　
　
　
（
２
３
）８
７
０
２

　
・
平
均
取
得
日
数　

９
・
４
日

・
取
得
率　
　
　
　

24
・
３
％

※
育
児
休
業
取
得
者
を
除
き
ま
す
。

・
育
児
休
業
取
得
者　
　

５
人

・
介
護
休
暇
取
得
者　
　

な
し

●
分
限
処
分
者

（
注
）分
限
処
分
と
は
、
公
務
の
能
率
の
維
持
や

　
　

そ
の
適
正
な
運
営
の
確
保
の
目
的
か
ら
、
勤

務
成
績
不
良
、
心
身
の
故
障
な
ど
の
た
め
職

員
が
十
分
職
責
を
果
た
せ
な
い
場
合
に
、
職

員
の
意
に
反
し
て
行
う
処
分
で
す
。

●
懲
戒
処
分
者

育
児
休
業
お
よ
び
介
護
休
暇

取
得
者
数（
平
成
24
年
度
）

分
限
処
分
お
よ
び
懲
戒
処
分

の
状
況（
平
成
24
年
度
）

研　修　区　分

那須地区広域行政
事務組合が実施す
る研修
栃木県・栃木県市
町村振興協会が実
施する研修
大田原市が実施す
る研修
派遣研修（栃木県・
自治大学校など）

合　計

実施件数

　17件

18

５

６

46

参加人数

  260人

51

477

14

802

科　目

会 員 掛 金

交　付　金

助　成　金

繰　越　金

繰　入　金

雑　収　入

合　計

収入額（円）

8,784,241

8,535,865

0

2,187,266

0

6,970,878

26,478,250

科　目

給付事業費

体育奨励費

厚生事業費

研　修　費

事 務 局 費

予　備　費

合　計

支出額（円）

4,044,000

220,000

12,871,596

6,082,420

1,086,094

0

24,304,110

営
利
企
業
従
事
の
状
況

（
平
成
24
年
度
）

職
員
研
修
の
実
施
状
況

（
平
成
24
年
度
）

職
員
の
健
康
管
理
の
状
況

（
平
成
24
年
度
）

公
務
災
害
補
償
の
実
施
状
況

（
平
成
24
年
度
）

勤
務
条
件
に
関
す
る

措
置
の
要
求
の
状
況

不
利
益
処
分
に
関
す
る

不
服
申
し
立
て
の
状
況

職
員
か
ら
の
苦
情
の

処
理
状
況

職
員
の
福
利
厚
生（
大
田
原
市

職
員
互
助
会
）の
状
況

（
注
）懲
戒
処
分
と
は
、
公
務
員
と
し
て
ふ
さ
わ
し

く
な
い
非
行
が
あ
る
場
合
に
、
職
員
の
一
定

の
義
務
違
反
に
対
す
る
道
義
的
責
任
を
問
い
、

公
務
に
お
け
る
規
律
と
秩
序
を
維
持
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
た
処
分
で
す
。
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